
令和７年版（令和６年労働災害のとりまとめ）

建設業における災害防止のポイント

■ 墜落・転落災害防止対策：改正労働安全衛生規則による足場の点検者の指名、本足場の使用の徹底等、

はしご・脚立の適正使用、「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」を踏まえたより安全な措

置、構造規格に適合するフルハーネス型墜落制止用器具の使用の徹底

■ 高年齢労働者、外国人労働者の労働災害防止対策、一人親方等の安全衛生対策

■ 転倒災害の防止（「ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト神奈川」の取組）

■ 交通労働災害の防止、建設工事現場等で交通誘導等に従事する労働者の安全確保

■ 車両系建設機械等を使用する際の作業計画の策定・周知、運転中の転落・接触災害防止のための誘導員

配置等の安全対策、「車両系建設機械構造規格」に適合した建設機械の使用

■ 建設工事の現場等における貨物自動車の荷台からの墜落・転落等の荷役災害防止対策

■ 山岳トンネル工事における肌落ち等災害防止対策（令和６年３月26日改正ガイドライン）

■ チェーンソーによる伐木等作業の特別教育の実施、立入禁止措置や保護具着用等の安全対策

■ 熱中症対策の徹底、早期発見と重篤化防止のための「報告体制」、「手順作成」、「関係労働者への周知」

■ じん肺予防対策（第10次粉じん障害防止総合対策に基づく呼吸用保護具の適正な使用等）

■ 騒音障害防止の取組（令和５年４月20日改正ガイドライン）

■ 化学物質による健康障害防止(ＳＤＳの確認・リスクアセスメントの実施、塗膜剥離作業、溶接ヒューム等)

■ 解体・改修工事等における石綿含有の有無の事前調査、石綿ばく露防止対策の徹底

■ 職長等及び安全衛生責任者の能力向上教育に準じた教育の実施
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１　労働災害の推移

　

 

105

133127126
117115

127
112

97
111

94 92
79

65

86
74

64

86
70 70 63 58

44
52 52 54

46 44
32 36

28 30 34
24

37
49

30 42 35

49 50 53 55
44 48

63 53 49 54
44 45

29 29 37 28
17

30 36 23 21 23
14

22
17

23
16

13 12 10 9 6 10 10 14
21

9
16

12

47 

38 

42 
44 

38 

42 

50 

47 

51 
49 

47 

49 

37 

45 43 

38 

27 

35 

51 

33 33 

40 

32 

42 

33 

43 

35 

30 

38 

28 

32 

20 

29 

42 

38 

43 

30 

38 

34

0

10

20

30

40

50

60

0

50

100

150

200

250

300

61年62年63年 1年 2年 3年 4年 5年 6年 7年 8年 9年 10年11年12年13年14年15年16年17年18年19年20年21年22年23年24年25年26年27年28年29年30年元年 2年 3年 4年 5年 6年

228

262

306

336

311

277

308
298

310 312

280
295

264
285

251 245

175

138
148

123
145

118 118
107

116
102 94

134

81
107

137
165 164

133 148 134 128 131 134 119 103
126 114 118

73
53 68 53 64 59 49 36 56 43 38 54

36 
41 

45 
49 

53 
48 48 

45 
41 42 

48 

40 39 

44 45 48 42 

38 

45 
43 

44

50 

42 

36 

48 

42 40 40 

0

10

20

30

40

50

60

70

0

50

100

150

200

250

300

350

33年34年35年36年37年38年39年40年41年42年43年44年45年46年47年48年49年50年51年52年53年54年55年56年57年58年59年60年

比率（％）

全産業

建設業

建設業

全産業

7166 7058

6748 6814

68807191 7338
7096 7119

6215
65746593 6689

6485 6639 6511 6598 6551
6920 7095 7204

7560
7792

8002
8231

1523 1485 1344 1365 1266
1220 1295 1208 1069

851 890 890 907 871 857 781 821 730 727 808 810 776 702 774 729

21.3 21.0 
19.9 20.0 

18.4 
17.0 

17.6 
17.0 

15.0 

13.7 13.5 13.9 13.6 

13.4 
12.9 

12.0 

12.4 

11.1 
10.5 

11.4 11.2 
10.3 

9.0 
9.7 

8.9 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

12年13年14年15年16年17年18年19年20年21年22年23年24年25年26年27年28年29年30年元年２年 ３年 ４年 ５年 ６年

比率（％）

全産業

図1-1 労働災害による死亡者数の年次別推移（新型コロナウイルス感染症によるものを含む）

建設業

建設業の休業４日以上の死傷者数は図1-2のとおり、長期的には減少傾向にある。平成30年に727人となり、

全産業に占める比率も10.5％と過去最少を記録した。しかし、翌年の平成31年・令和元年から増加に転じ、 新型

コロナウイルス感染症のり患者を除いた推移としては、令和2年は810人と前年より増加したが、以降の令和3年

は776人に、令和4年には過去最少の702人まで減少した。しかしながら、令和5年は774人となり、１割程度増

加したが、令和６年は729人となり減少した。建設業の休業４日以上の死傷災害が全産業に占める割合は長期的

に減少傾向にある。

%人

人

建設業の死亡者数は図１-1のとおり、昭和36年に165人を記録して以降、増減を繰り返しながらも長期的には減
少傾向を示し、平成28年に10人を下回り、平成29年は過去最少の6人となった。その後は増加に転じ、令和3年に
は21人となり、全産業の中で建設業の比率は上がった。令和６年は、１２人となり、前年を下回ったが、現在取り組ん
でいる第14次労働災害防止計画（神奈川計画）では、令和４年の９人と比べて令和９年に15%減少させ、７人以下と
することを目標としている。

％

%人

図1-2 死傷者数の年次別推移（新型コロナウイルス感染症によるものを除く）
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２　工事種別の災害発生状況

 

図2-2 令和6（2024）年 建設業･工事種別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図2-1令和6（2024）年 建設業･工事種別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

(参考)令和6(2024)年 全産業･業種別の死亡者数

(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

（参考）令和6（2024）年 全産業･業種別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

工事種別の死亡災害は、図2-1のとおり、土木工事業が6人(50％)で、建築工事業が2人（17%）、木造

家屋建築工事業が0人、その他の建設業（機械器具設置工事業等）が４人(33％)であった。

工事種別の死傷者数は、図2-2のとおり、建築工事業（木造家屋建築工事業を除く）が356人と最も多く

建設業全体の49％を占め、次いで土木工事業が155人（21%）、その他の建設業140人（19％）、木造家

屋建築工事業が78人（11%）の順であった。

なお、平成22年以降における工事種別の死亡者数推移は、図2-3のとおりである。

建設業, 

12人, 34%

陸上貨物運送事業, 

6人, 17%

製造業, 

6人, 17%

商業, 3人, 

8%

清掃・と畜業, 

3人, 9%

農林業, 

1人, 3%

警備業, 

1人, 3%
その他, 

3人, 9%

死亡者
35人

全産業

土木工

事業

100%

土木工事業, 

155人, 21%

建築工事業, 

356人, 49%

木造家屋建

築工事業, 

78人, 11%

その他の建設業, 

140人, 19%

死傷者

729人

建設業

建設業, 729人, 9%

保健衛生業, 1440人, 18%

商業, 1387人, 17%

陸上貨物運送事業,

1152人, 14%

製造業, 

1042人, 13%

接客娯楽業, 694人, 8%

清掃・と畜業, 523人, 6%

道路旅客運送業, 296人, 4%

通信業,

181人, 1.5%

港湾運送業, 32人, 

0.5％ その他, 755人, 9%

死傷者
8,231人

全産業

3 5 5
2 2 3 2 3 4 2

6 6
1

6 6

11
12

4
7 8 4

2
3 3 5

7
12

6

5
2

2

3

3 1
2

2

1

3 2

0

2

1

3

0

1

3

4
3

0

1
4

1

1

1

1

2
4

0

5

10

15

20

25

22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 5年 6年

その他の建設業

木造家屋建築工事業

建築工事業

土木工事業

人
図2-3 工事種別の死亡者数の推移(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)

土木工事業, 

6人, 50%

建築工事業, 

2人, 17%

木造家屋建築

工事業, 0人, 0%

その他の建設業, 

4人, 33%

死亡者
12人

建設業

-2-
― 2 ―



３　事業場規模別の災害発生状況

４　年齢階層別の災害発生状況

図3-2 令和６(2024)年 規模別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図3-1 令和６（2024）年 規模別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

事業場規模別の死亡者数は図3-1のとおり、事業場規模1～9人の事業場で７人（59％）、10人以

上30人未満の事業場で４人（33％）、50人以上100人未満の事業場で１人（８％）となった。

事業場規模別の休業４日以上の死傷災害は図3-2のとおり、1～9人の事業場が381人と最も多く

建設業全体の52％を占め、次いで事業場規模10～29人の237人（29%）、30～49人が65人

（9％）の順であり、建設業の死傷災害全体の9割以上が規模50人未満の規模において発生している。

年齢階層別の死亡者数は図4-1のとおり、20歳未満１人、20歳台４人と例年に比べて若年層に多く

発生し、60歳台が３人、40歳台が２人、30歳台、50歳台が各１人であった。

年齢階層別の死傷者数は図4-2のとおり、20歳台が174人と最も多く、次に50歳台が156人、そ

の次に60歳以上が141人となっている。近年は、20歳未満、20歳台と若年層で多く発生しているこ

とから教育を十分に行う必要性があるほか、高年齢労働者の労働災害防止のため「高年齢労働者の安

全と健康確保のためのガイドライン」（通称「エイジフレンドリーガイドライン」）の普及を促進していると

ころである。

図4-1 令和６(2024)年 年齢階層別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図4-2 令和６（2024）年 年齢階層別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)
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５　経験年数別の災害発生状況

６　現場入場日数別の死亡災害発生状況
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図5-1 令和6(2024)年 経験年数別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

経験年数別の死亡者数は図5-1のとおりであり、１年未満の経験者が最も多い４人（34%）となっている。

１～３年、３～５年未満を合わせると全12人のうち半数に及んでいる。

死傷者数は図5-2のとおりであり、経験年数に関わらず死傷災害が発生していることがわかる。

また、図5-3のとおり、死傷者数全体に占める１年未満と５～10年、10～20年の割合は増加に転じている。

若年層や経験年数の浅い労働者に対する安全衛生教育の充実が必要であり、また、就業人口の高齢化に対応

するため、「エイジフレンドリーガイドライン」による措置を建設現場で取り組む必要がある。

図5-2 令和6(2024)年 経験年数別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

現場入場日数別の死亡災害発生状況は図6-1のとおりである。入場7日以下で発生した災害が半数を占め

ており、新規入場者教育の徹底等が必要である。工事種別発生状況は図6-2のとおりで、最も多い30日以上

において土木工事業で２人となっている。

図6-１令和6(2024)年 現場入場日数別死亡者数 図6-2 令和6 (2024)年 工事種別現場入場日数別死亡者数
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７　事故の型別の災害発生状況

８　起因物別の災害発生状況

事故の型別の死亡者数は図7-1のとおり、「墜落、転落」によるものが５人（44%）と最多である。

事故の型別の休業４日以上の死傷者数は図7-2のとおり、「墜落、転落」が208人（29％）と最も多く、約3割を

占めている。次いで「はさまれ、巻き込まれ」100人（14%）、「転倒」85人（12％）、｢飛来、落下｣68人（9％）、「切

れ、こすれ」61人（８％）と続いている。

死亡災害、死傷災害ともに墜落、転落災害が最も多く発生していることから、足場の点検の確実な実施等（令和

5年10月1日施行）及び一側足場の使用範囲の明確化（令和6年4月1日施行）に係る対策の強化が図られた。併

せて「足場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正されている。

図7-1 令和６（2024年)事故の型別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図7-2 令和６(2024)年 事故の型別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図8-1 令和６(2024)年 起因物別の死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く）

図8-2 令和６（2024）年 起因物別の死傷者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)
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起因物別の死亡者数は、図8-1のとおりであった。

死傷者数においては、「墜落、転落」災害が多いことにより、起因物としても「仮設物、建築物、構築物等」が最も

多く、199人で全体の約3割を占めた。次いで、脚立、はしご、ロープ等を含む「その他の装置等、設備」139人

（19％）、木材加工用機械、建設機械等が含む「動力機械」112人（15％）、「物質、材料」100人（14%）、「動力運

搬機」97人(13％)と続いている(図8-2）。
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図9-1 木造家屋等建築工事における死傷者数の推移 （平成22年～令和６年）

木造家屋等建築工事における休業４日以上の死傷者数は、図9-2のとおり、事故の型別では、｢墜落、転

落｣が28人と最も多く36％を占めており、続いて、「切れ、こすれ」13人（17％）、「動作の反動、無理な動

作」９人（11%)、｢転倒」、「飛来・落下」が各６人（８％）となっている。

また、起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」が24人と最も多く31％を占めており、

続いて、手工具、はしご、脚立を含む「その他の装置等」19人（24%）、「物質、材料」18人（23％）、木材加

工用機械、建設機械等を含む「動力機械」が10人(13％)となっている。

木造家屋等建築工事における労働災害は、図9-1のとおり長期的に減少傾向にあり令和６年は死亡災害

ゼロを達成した。さらに、休業４日以上の休業災害は、78人と前年比16人（17％）の減少となり、過去最

少を更新した。

木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落、転落」災害を防止するには、建方作業時に

先行して足場を設置する「足場先行工法」が重要であると同時に、躯体と足場との間の墜落危険箇所を可

能な限りなくすことや安全な昇降設備を設けることも重要である。

また、令和5年10月1日から足場からの墜落・転落災害防止の充実に係る改正労働安全衛生規則が順次

施行され、一側足場の使用範囲の明確化(令和6年4月1日施行)等対策の充実強化が図られ、併せて「足

場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正された。

図9-2 令和６(2024)年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和６(2024)年 起因物別の死傷者数
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９　木造家屋等建築工事における災害発生状況
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図9-1 木造家屋等建築工事における死傷者数の推移 （平成22年～令和６年）
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落｣が28人と最も多く36％を占めており、続いて、「切れ、こすれ」13人（17％）、「動作の反動、無理な動

作」９人（11%)、｢転倒」、「飛来・落下」が各６人（８％）となっている。

また、起因物別では、図9-3のとおり、「仮設物、建築物、構築物等」が24人と最も多く31％を占めており、

続いて、手工具、はしご、脚立を含む「その他の装置等」19人（24%）、「物質、材料」18人（23％）、木材加

工用機械、建設機械等を含む「動力機械」が10人(13％)となっている。

木造家屋等建築工事における労働災害は、図9-1のとおり長期的に減少傾向にあり令和６年は死亡災害

ゼロを達成した。さらに、休業４日以上の休業災害は、78人と前年比16人（17％）の減少となり、過去最

少を更新した。

木造家屋等建築工事における重篤な災害要因である「墜落、転落」災害を防止するには、建方作業時に

先行して足場を設置する「足場先行工法」が重要であると同時に、躯体と足場との間の墜落危険箇所を可

能な限りなくすことや安全な昇降設備を設けることも重要である。

また、令和5年10月1日から足場からの墜落・転落災害防止の充実に係る改正労働安全衛生規則が順次

施行され、一側足場の使用範囲の明確化(令和6年4月1日施行)等対策の充実強化が図られ、併せて「足

場からの墜落・転落災害防止総合対策推進要綱」が改正された。

図9-2 令和６(2024)年 事故の型別の死傷者数 図9-3 令和６(2024)年 起因物別の死傷者数
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10　公共工事等における災害発生状況
図10-１ 公共工事等における死亡者数・比率

(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

令和６年の建設業における死亡者12人のうち、公共工事等で発生したのは３人（25.0％）であった。

図10-2 令和６年 発注者別死亡者数
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

図10-3 公共工事等における事故の型別の死傷者数(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)

令和６年の公共工事等における休業４日以上死傷者69人について、事故の型別の内訳としては、「墜
落、転落」が17人（24.6%)、「はさまれ、巻き込まれ」が12人（17.4％）、「飛来・落下」９人（13.0％）、
「転倒」と「激突され」が各６人（8.7%）となった。
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11　月別の死亡・死傷災害発生状況

　

12　外国人労働者の災害発生状況

過去５年間の月別死亡災害発生状況（５年間月別累計）は、図11-1のとおりであり、８月、９月に多く発生し

ている。特に梅雨明けには猛暑となることが多いため、熱中症の予防に関し、注意が必要である。

図11-1 月別の死亡災害発生状況（令和２年～令和６年（過去５年）の月別累計）
(新型コロナウイルス感染症によるものを含む)

図11-2 月別の死傷災害発生状況(令和２年～令和６年(過去５年)の月別累計)
(新型コロナウイルス感染症によるものを除く)

過去５年間の月別死傷災害の発生状況（５年間月別累計)は、図11-2のとおりであり、７月、8月、10月に

多く発生している。お盆休みがあり稼働日の少ない８月は注意が必要である。
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図12-1 令和６年 外国人労働者の災害発生

状況（全産業）
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図12-１のとおり、令和６年の休業４日以上の全産業における外国人労働者の死傷者数は、386人で、そのう

ち建設業では、96人（25％）発生している。

建設業における内訳は、図１２‐２のとおり、建築工事業で61人（63％）と最も多く発生している。

近年、外国人労働者の就業人口が増加し、労働災害も増加する傾向にあることから、災害防止の取組として

母国語による教育の実施や作業指示の際のコミュニケーションの配慮が必要である。

図12-2 令和６年 外国人労働者の災害発生状況

（建設業）
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13　熱中症災害発生状況
図13-1 平成27年～令和６年 熱中症災害発生状況（年別業種別死傷災害発生状況）
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図13-2 令和２年～令和６年 熱中症による時間帯別死傷者数（全産業）
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全産業における令和６年の熱中症による休業４日以上の死傷者数は図13-1のとおり、７８人と前

年に比べて減少したものの、過去１０年で２番目に多い数値となった。

建設業も同様の傾向で、令和６年は１３人発生しており、前年に比べて減少したものの、過去１０年

で２番目に多い数値となった。

図13-2のとおり、全産業における過去５年の時間帯別の死傷者数をみると、１１時台で最も多く

発生し、次いで１４時台となっているが、日中だけではなく９時台以前、１８時台以降にも多数発生し

ている。日中の現場作業終了後に会社事務所に戻ってから、又は帰宅してから体調が急変・悪化す

るケースも認められる。
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50歳台, 

26人, 33%

60歳台, 

16人, 21%

70歳以上, 

9人, 12%

図13-3 令和６（2024）年の年代別の熱中症死傷者数（全産業）

死傷者数

78人

図１３-３のとおり、全産業にお

ける令和６（2024）年の年代

別の死傷者数をみると、50歳

台が最も多く26人（33％）と

なっている。例年50歳台以上

の被災者の割合が65％以上と

なっていることから、高年齢労

働者に対し、より一層の対策・

配慮が必要な状況となってい

る。平成２９年以降展開してい

る「ＳＴＯＰ！熱中症クールワー

クキャンペーン」の取組を行う

必要がある。

-9-

― 9 ―



番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

1

１月 その他の建設工事業 化学設備
【発生状況】
　ガス枝管の切断撤去作業中、自身がスコップで掘削した穴に
頭を入れ、意識がない状態の被災者を同僚が発見。救急搬送さ
れたが、都市ガスが漏れたことで酸素欠乏による急性心機能障
害により死亡した。

【災害防止のポイント】
①ガス管撤去工事等の特殊工事においては、十分に事前打ち合
　わせを行い、あらかじめ定められた作業標準、手順等により実
　施すること。
②ガスを含め、酸素欠乏症等の窒息危険作業に当たっては作業
　者教育訓練を行い、酸欠に対しての意識を高めること。
③ガスが漏れる可能性のある作業においては、酸素濃度を十分
　に保つため、換気を行うこと。

～９人
17時頃 有害物等との接触2５歳～2９歳

10人～２９人
9時頃 墜落、転落６０歳～６４歳

　１４　令和６年　建設業における死亡災害の概要

3

３月 その他の建設業 足場 【発生状況】
　足場の解体作業中、足場の資材を、上から下に受け渡し、作業
がひと段落したところで、被災者が持ち場を離れ、足場上（高さ
約10ｍ）から墜落した。

【災害防止のポイント】
①墜落転落防止措置
　安全帯を安全に取り付けるための設備等を設け、作業の順序
 等を決定し、安全帯の使用をすること。
②足場の解体作業時の管理体制
　足場の組立等の作業主任者を選任し、作業方法等を決定し、
  直接指揮の下、作業の進行状況、安全帯の使用状況を監視す
  ること。
③作業指揮者による安全な作業手順の徹底
　墜落転落の危険のある個所における作業を行う場合には、あ
  らかじめ作業指揮者を指名し、その者に安全な作業手順によ
  る作業を直接指揮させること。

～９人
11時頃 墜落、転落２０歳～２４歳

2

２月 土木工事業 作業床、歩み板
【発生状況】
　被災者が、ダンプトラックの荷台に道板２枚を掛けて、ドラグ・
ショベルをダンプトラックに積込む作業を行っていたところ、道
板が荷台から外れ、同時にドラグ・ショベル及びこれを運転して
いた被災者が地面に墜落し、被災者はドラグ・ショベルの下敷き
となった。

【災害防止のポイント】
①トラック荷台において車両系建設機械を積み下ろす場合に
　は、道板等を確実に荷台に固定させてから作業を行うこと。
②傾斜等による車両系建設機械の転倒、転落による危険を防止
　するため、転倒時保護構造（堅固な運転室）を備えた車両系建
　設機械の導入に努めること。
③車両系建設機械の運転時にはシートベルトを確実に着用する
　こと。

－10－
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

1

１月 その他の建設工事業 化学設備
【発生状況】
　ガス枝管の切断撤去作業中、自身がスコップで掘削した穴に
頭を入れ、意識がない状態の被災者を同僚が発見。救急搬送さ
れたが、都市ガスが漏れたことで酸素欠乏による急性心機能障
害により死亡した。

【災害防止のポイント】
①ガス管撤去工事等の特殊工事においては、十分に事前打ち合
　わせを行い、あらかじめ定められた作業標準、手順等により実
　施すること。
②ガスを含め、酸素欠乏症等の窒息危険作業に当たっては作業
　者教育訓練を行い、酸欠に対しての意識を高めること。
③ガスが漏れる可能性のある作業においては、酸素濃度を十分
　に保つため、換気を行うこと。

～９人
17時頃 有害物等との接触2５歳～2９歳

10人～２９人
9時頃 墜落、転落６０歳～６４歳

　１４　令和６年　建設業における死亡災害の概要

3

３月 その他の建設業 足場 【発生状況】
　足場の解体作業中、足場の資材を、上から下に受け渡し、作業
がひと段落したところで、被災者が持ち場を離れ、足場上（高さ
約10ｍ）から墜落した。

【災害防止のポイント】
①墜落転落防止措置
　安全帯を安全に取り付けるための設備等を設け、作業の順序
 等を決定し、安全帯の使用をすること。
②足場の解体作業時の管理体制
　足場の組立等の作業主任者を選任し、作業方法等を決定し、
  直接指揮の下、作業の進行状況、安全帯の使用状況を監視す
  ること。
③作業指揮者による安全な作業手順の徹底
　墜落転落の危険のある個所における作業を行う場合には、あ
  らかじめ作業指揮者を指名し、その者に安全な作業手順によ
  る作業を直接指揮させること。

～９人
11時頃 墜落、転落２０歳～２４歳

2

２月 土木工事業 作業床、歩み板
【発生状況】
　被災者が、ダンプトラックの荷台に道板２枚を掛けて、ドラグ・
ショベルをダンプトラックに積込む作業を行っていたところ、道
板が荷台から外れ、同時にドラグ・ショベル及びこれを運転して
いた被災者が地面に墜落し、被災者はドラグ・ショベルの下敷き
となった。

【災害防止のポイント】
①トラック荷台において車両系建設機械を積み下ろす場合に
　は、道板等を確実に荷台に固定させてから作業を行うこと。
②傾斜等による車両系建設機械の転倒、転落による危険を防止
　するため、転倒時保護構造（堅固な運転室）を備えた車両系建
　設機械の導入に努めること。
③車両系建設機械の運転時にはシートベルトを確実に着用する
　こと。

－10－

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

4

７月 土木工事業 締固め用機械
【発生状況】
　生産緑地部の整地箇所において、被災者が締固め用機械
（ローラー）を運転し、地面の転圧作業を行っていたところ、法面
約1.8ｍの高さから当該機械ごと転落し、運転していた被災者
の頭部が地面と当該機械にはさまれた。

【災害防止のポイント】
①ローラー車を用いて作業を行うときは、転落等の危険を防止
　するため、あらかじめ作業場所の調査を行い、作業場所の状
　態に適応した作業計画(運行経路、作業方法等)を定めて作業
　者に周知し、当該作業計画により作業を行わせること。
②ローラー車の転落等の危険を防止するため、誘導者を配置し
　て誘導を行わせ、又は転落危険箇所等に標識を設置する等に
　より、運転者に危険箇所を認識させること。

～９人
１６時頃 墜落、転落20歳～24歳

5

８月 その他の建設業 高所作業車
【発生状況】
　送電線に接近している樹木の枝打ち作業のため、高所作業車
のバケットに被災者及び作業者が搭乗し、伐採作業を行ってい
た。伐採した枝を地面へ下ろそうと被災者がバケット上で操作
しブームを旋回していたところ、被災者自身が高圧線に接触し、
感電した。

【災害防止のポイント】
①架空電線に近接した場所で伐採等作業を行うときには、感電
　の危険による災害を防止するため、作業開始前に、絶縁用防
　護具の装着状況及びひび、割れ等の損傷の有無を確実に点検
　すること。
②上記①の点検の結果、異常があった場合には、速やかに電力
　事業者に報告すること。
③高所作業車の作業計画については、感電の危険を踏まえた離
　隔距離を明確にして、なるべく書面で作成し、高所作業車の運
　転手等関係者に対して確実に周知すること。

～９人
15時頃 感電40歳～44歳

6

８月 その他の建設業 その他の電気設備
【発生状況】
　生コンプラント内の補修工事において、被災者が腹ばいの体
勢になり内部を覗き込もうと投光器を持ったところ、うめき声
が上がり硬直しているような状態となった。搬送先の病院で死
亡が確認され、感電死と判明したもの。

【災害防止のポイント】
①単なる延長コードではなく、漏電しゃ断器を内蔵したコード
　リールを使用すること。
②発汗する場合や、湿った場所、金属製の床上等で移動式電気
　機械器具を用いる際には、床面にゴム板を敷いて、その上で
　作業すること。
③既設のアース線があれば、必ずそれに器具のアース線を接続
　すること。
④アース線がない場合には金属製の管等を活用する等してアー
　ス線を設け、それに接続すること。また、できるだけ、二重絶縁
　した電気機械器具を用いること。

～９人
１０時頃 感電25歳～29歳

－11－
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

7

９月 建築工事業 掘削用機械
【発生状況】
　解体工事現場においてドラグ・ショベルで床掘する作業を行う
際に、被災者は地表から約３ｍ下の掘削床で地表のドラグ・ショ
ベルの運転手に無線で指示していたところ、誤ってドラグ・ショ
ベルの爪が被災者に激突した。被災者と運転手は高低差でお互
い目視確認できない状態であった。
　
【災害防止のポイント】
①車両系建設機械による作業を行うときには、当該機械に接触
　することによる危険が生ずる箇所に作業者を立ち入らせない
　こと。
②やむを得ず立ち入らせる場合には誘導者を配置し、車両系建
　設機械等を誘導させること。また、誘導者は車両系建設機械の
　運転資格者等十分な知識及び経験を有する者とすること。
③車両系建設機械及び関係作業者の可動範囲、接触防止措置を
　明確にした作業計画をあらかじめ書面で作成し、関係者に対し
　て確実に周知すること。

１０～２９人
10時頃 激突され15歳～19歳

8

９月 その他の建設業 足場
【発生状況】
　被災者は、商業ビル内の電気配線工事にかかる天井の配線作
業を行うため、可搬式の足場上で、器具を受け取ろうとしていた
ところ、当該足場と共に横倒しとなり高さ約１ｍ墜落した。

【災害防止のポイント】
①高さ2メートル未満の作業であっても、作業者の墜落・転落に
　よる危険を防止するため、より安定度の高い足場等を使用す
　ること。
②リスクアセスメントの見直しを図ること。
③足場作業における災害事例を踏まえた安全教育を行うこと。

～９人
１３時頃 墜落、転落60歳～64歳

9

９月 土木工事業 水
【発生状況】
　既設下水管の耐震補強工事において、地下約10ｍの管きょ内
で7名が作業中、地上監視員1名が降雨の連絡のため入坑して
避難を指示したが、急な大雨のため水位が上昇し、8名中2名の
避難が間に合わず流され、3日後に下流の川で2名の遺体が発
見された。

【災害防止のポイント】
　局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対策の手引き
（平成20年10月）に基づき、次の対応等を行うこと。
①現場の特性に応じた事前把握
②作業中止基準、再開基準の設定・周知
③迅速に避難するための避難手順の策定、安全器具の配置の対
　応等及び当該設備の有効状態の維持、避難訓練の実施
④日々の安全管理、危機管理意識の向上のための安全教育等の
　徹底

～９人
16時頃 おぼれ35歳～39歳

－12－
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番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

7

９月 建築工事業 掘削用機械
【発生状況】
　解体工事現場においてドラグ・ショベルで床掘する作業を行う
際に、被災者は地表から約３ｍ下の掘削床で地表のドラグ・ショ
ベルの運転手に無線で指示していたところ、誤ってドラグ・ショ
ベルの爪が被災者に激突した。被災者と運転手は高低差でお互
い目視確認できない状態であった。
　
【災害防止のポイント】
①車両系建設機械による作業を行うときには、当該機械に接触
　することによる危険が生ずる箇所に作業者を立ち入らせない
　こと。
②やむを得ず立ち入らせる場合には誘導者を配置し、車両系建
　設機械等を誘導させること。また、誘導者は車両系建設機械の
　運転資格者等十分な知識及び経験を有する者とすること。
③車両系建設機械及び関係作業者の可動範囲、接触防止措置を
　明確にした作業計画をあらかじめ書面で作成し、関係者に対し
　て確実に周知すること。

１０～２９人
10時頃 激突され15歳～19歳

8

９月 その他の建設業 足場
【発生状況】
　被災者は、商業ビル内の電気配線工事にかかる天井の配線作
業を行うため、可搬式の足場上で、器具を受け取ろうとしていた
ところ、当該足場と共に横倒しとなり高さ約１ｍ墜落した。

【災害防止のポイント】
①高さ2メートル未満の作業であっても、作業者の墜落・転落に
　よる危険を防止するため、より安定度の高い足場等を使用す
　ること。
②リスクアセスメントの見直しを図ること。
③足場作業における災害事例を踏まえた安全教育を行うこと。

～９人
１３時頃 墜落、転落60歳～64歳

9

９月 土木工事業 水
【発生状況】
　既設下水管の耐震補強工事において、地下約10ｍの管きょ内
で7名が作業中、地上監視員1名が降雨の連絡のため入坑して
避難を指示したが、急な大雨のため水位が上昇し、8名中2名の
避難が間に合わず流され、3日後に下流の川で2名の遺体が発
見された。

【災害防止のポイント】
　局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対策の手引き
（平成20年10月）に基づき、次の対応等を行うこと。
①現場の特性に応じた事前把握
②作業中止基準、再開基準の設定・周知
③迅速に避難するための避難手順の策定、安全器具の配置の対
　応等及び当該設備の有効状態の維持、避難訓練の実施
④日々の安全管理、危機管理意識の向上のための安全教育等の
　徹底

～９人
16時頃 おぼれ35歳～39歳

－12－

番号
発生月 業種 起因物 発生状況

事業場規模
発生時刻 事故の型 災害防止のポイント年齢

10

９月 土木工事業 水
【発生状況】
　既設下水管の耐震補強工事において、地下約10ｍの管きょ内
で7名が作業中、地上監視員1名が降雨の連絡のため入坑して
避難を指示したが、急な大雨のため水位が上昇し、8名中2名の
避難が間に合わず流され、3日後に下流の川で2名の遺体が発
見された。

【災害防止のポイント】
　局地的な大雨に対する下水道管渠内工事等安全対策の手引
き（平成20年10月）に基づき、次の対応等を行うこと。
①現場の特性に応じた事前把握
②作業中止基準、再開基準の設定・周知
③迅速に避難するための避難手順の策定、安全器具の配置の対
　応等及び当該設備の有効状態の維持、避難訓練の実施
④日々の安全管理、危機管理意識の向上のための安全教育等
　の徹底

～９人
16時頃 おぼれ45歳～49歳

11

11月 土木工事業 不整地運搬車
【発生状況】
　被災者が土砂の運搬のためキャリアダンプに乗車し、土砂の
積み込み場所から降ろし場所まで走行していたところ、何らか
の原因により左に急旋回し、高さ12ｍの建造中の擁壁から、
キャリアダンプと共に転落して地面に激突した。

【災害防止のポイント】
①不整地運搬車を使用する際には、あらかじめ、場所の広さ、地
　形、不整地運搬車の種類、能力及び荷の種類と形状に適応す
　る作業計画を定め、これにより作業を行わせること。
②不整地運搬車を使用する作業については、作業指揮者を定
　め、上記計画に基づき、作業を指揮させること。
③不整地運搬車が作業中、法面等から転落するおそれがある時
　は、車止めを設ける等転落防止の措置を講じさせるか又は、
　誘導者を配置してその者による誘導により作業を行わせるこ
　と。
④不整地運搬車の運転の業務についての技能及び知識の向上
　を図ること。

～９人
16時頃 墜落、転落60歳～64歳

12

12月 土木工事業 地山、岩石
【発生状況】
　宅地造成の現場において、ドラグ・ショベル２台を用いて掘削
作業中に、上段に配置したドラグ・ショベルの地盤が崩れて転落
し、下段に配置したドラグ・ショベルに激突し、運転席にいた労
働者が死亡した。
　
【災害防止のポイント】
①事前に作業を行う場所の地形、地質等の状況を把握し、使用
　する機械の種類等および作業の方法について作業計画を作成
　し、その計画に基づき作業を行うこと。
②路肩及び傾斜地等において、機械の転落等の危険がある場
　合は常時誘導者を配置し、その者に誘導させること。
③車両系建設機械の運行経路及び作業現場について路肩の崩
　壊及び不同沈下の防止、幅員の確保等転落防止措置を講じる
　こと。
④関係作業者の安全教育を実施し、安全意識の向上を図るとと
　もに、安全管理を徹底すること。

１０～２９人
14時頃 崩壊、倒壊55歳～59歳
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